予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　
	事業名　指導者育成・研修事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　清流の国推進部 競技スポーツ課 ジュニアアスリート発掘・育成係 電話番号：058-272-1111（内2950）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11173@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 635千円   （前年度予算額：522千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	522
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	522

	要求額
	635
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	635

	決定額
	635
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	635


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　ぎふ清流国体・ぎふ清流大会を経験から、アスリートの競技力向上においては、有能な指導者の元でのトレーニングが最も効果的であることが認識されたところ。
　選手は、有能な指導者と環境を求めて、全国の中学校・高校への入学や企業への就職をする時代であり、特に科学的トレーニングのノウハウを指導者が取り入れることは、世界的なスタンダードとなっている現状がある。
（２）事業内容

日本一はもちろん、世界一を目指す選手を育成するための指導力をつけることを目的とする。
平成27年度からのスポーツ科学センター（SSC）の新設に伴い、これまでの指導者講習・研修だけでなく、科学的トレーニングに関する知識やノウハウを広く県内指導者に伝えることを目的とした講習会を開催する。
また、平成27年度に開催した女性アスリート（指導者）を対象にした研修会も引き続き開催する。

（３）県負担・補助率の考え方

　　指導者養成は競技力を向上するための県の責務であり、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　「有」　コーチ育成強化事業
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	227
	講師旅費、打合せ旅費

	報償費
	200
	講師

	事務局費
	208
	事務用消耗品、役務費、使用料

	合計
	635
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各計画での位置づけ

　　「岐阜県清流の国スポーツ推進条例」において、指導者の養成は県の責務としている。
　　「清流の国ぎふスポーツ推進計画」において、指導者養成講習会の充実を図

ることとしている。
（２）国・他県の状況

　　日本体育協会が、公認スポーツ指導者制度に基づき講習会と資格認定を行っているが、一般論が中心で本事業が目的とするスポーツ医科学サポートを取り入れた専門性の高い研修会は実施していない。
（３）後年度の財政負担

　　継続して実施することにより効果が上がるものであり、同程度の事業を実施する必要がある。
（４）事業主体及びその妥当性
　　SSCを指揮・指導するのは県であり、県が実施することは妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　2020年に開催される東京オリンピックに向けて、技術指導のみではなく、医科学の視点からより効果的なトレーニングを提供できる指導者を育成する。

	（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研修会参加人数
（年３回開催）
	０
（H26）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	300/年
（H32）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　指導者講習会を実施
　実施日：11月５日（木）、12月７日（月）、１月29日（金）　計３回

　人　数：約50名

　対象者：県内競技団体指導者、総合型地域スポーツクラブ指導者


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　スポーツ関係指導者に対して、科学的トレーニングに関する知識やノウハウについての講習会を実施し、指導力の向上を図ることができた。

　指導力が向上することで競技力の向上が期待できる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　オリンピアンの輩出には、優秀な指導者の存在が絶対条件であり、僅差の勝負を勝ち抜き日本代表になるためには、スポーツ医科学サポートの見識が必要であるため、本事業が無ければオリンピアンの輩出は難しい。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　 ○

	  各競技団体、スポーツクラブの指導者が講習会に出席し、指導力の向上を図ることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　スポーツ科学センター（ＳＳＣ）が新設されたため、最新の科学的トレーニングについて講習することができた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　競技種目によって有効なサポート内容が異なるため、研修会の実施方法や対象となる指導者の選抜が鍵になる。また、指導者が科学的サポートを望んでいない場合もあり、広報の方法を工夫する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　指導者と医科学サポートをする研究者とは信頼関係を築くことが最も大切であり、単年度の研修では意味がない。信頼関係を築きアスリートに還元するためにも、継続実施することが望まれる。



